
「原発ゼロ」「再エネ１００」に向け、国会で開かれた議論を! 

第１０４回 国会エネルギー調査会(準備会) 

電力市場（価格）で今、何が起きているか 
〜原発のコストを問う〜 

5月 16日、政府は物価問題に関する閣僚会議を開催し、大手電力 7社の電気料金の値上

げ申請が了承されました。値上げ幅は、各社平均、15%〜39%となっています。他方で、

経済産業省は今年 4月の使用分から「再エネ賦課金」を平均的な家庭で月 820円引き下げ

たほか、政府の負担軽減策により家庭向けで 1kWh 当たり 7 円が補助されています。家計

の負担増などがすでに懸念されていた中で、7 社のうち北陸、沖縄を除く 5 社では、去年

11月分と比べて実際の負担は軽くなるとしていますが、果たしてどこまで実効性があるの

でしょうか。 

またこの間審議されていた “原発回帰”「GX脱炭素電源法」が 4月 27日に衆議院本会

議で可決され、現在参議院で審議（※5月 31日参・本会議可決）されています。本法案は、

エネルギー逼迫の解消や原発を稼働させることで電気代が安くなるなどと標榜されていま

すが、廃炉や核のゴミ問題など、原子力にまつわるコストは増えていくばかりとしか言え

ません。 

電力市場（価格）高騰下で、原発が本当に GX（脱炭素）を担うものであり、価格低減な

どに寄与しうるのかどうか、「原発のコスト」を海外のエネルギー政策と比較した上で、そ

の問題点と課題について徹底討論します。 

開催概要 
日時：2023年６月６日（火）16:00～18:00 

場所：衆議院第一議員会館第４会議室（※ハイブリッド開催） 

Zoom ミーティング ID：881 3748 1415  パスコード：784162 

（https://us06web.zoom.us/j/88137481415?pwd=MjdSRVY1UzB2alJibC9MSEtkSk5zUT09） 

主催：超党派議員連盟「原発ゼロ・再エネ 100の会」／国会エネ調有識者チーム 

出席者：国会議員（原発ゼロ・再エネ 100の会メンバーはじめ関心をお持ちの皆様） 

国会エネルギー調査会（準備会）有識者チームメンバー 

プログラム 
① 開会：冒頭挨拶 

② 講演１：大島堅一氏（龍谷大学政策学部教授、原子力市民委員会座長） 

③ 講演２：松久保肇氏（原子力資料情報室事務局長） 

④ 説明：経済産業省（資源エネルギー庁）（質疑対応：原子力規制庁、東京電力） 

⑤ 出席国会議員・有識者を交えた総合討議・質疑応答 

⑥ 閉会 

＊ ISEP YouTubeチャンネルで配信しています→http://www.youtube.com/user/ISEPJAPAN 
＊ 過去開催分の映像・配布資料も公開しています→http://www.isep.or.jp/archives/library/5024 

                        http://blog.livedoor.jp/gempatsu0/ 

◆事務局連絡先  阿部知子衆議院議員事務所（原発ゼロ・再エネ 100の会事務局）  
Tel: 03-3508-7303 / Fax: 03-3508-3303 / E-mail: yokoyama＠abetomoko.jp 

認定 NPO 法人環境エネルギー政策研究所（有識者チーム事務局） 

Tel: 03-3355-2200 / Fax: 03-3355-2205 / E-mail: dohman_haruhiko＠isep.or.jp 



第104回国会エネルギー調査会（準備会）
「電⼒市場（価格）で今、何が起きているか〜原発のコストを問う」

原発の発電コスト
2023年6⽉6⽇

⿓⾕⼤学政策学部教授
⼤島堅⼀
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内容
1．はじめに
2．原発のコストについて
3．発電コスト検証WG(2021)について
4．既設原発のコストを計算する
• コスト検証WG(2021年）でのコスト検証で考慮されていない論点
• 既設原発のコスト試算結果

5．事故後の原発のコストと国⺠負担
6．まとめ
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はじめに
• GX原発回帰政策

• 原⼦⼒基本法、原⼦炉等規制法、電気事業法、最終処分法、再処理法の改定
（＝改悪）

• GX基本⽅針：再エネについてのみ「発電コストの低減」が書き込まれている。
原⼦⼒は経済性が語れなくなっている状況。

• 原⼦⼒発電の経済性悪化
• 福島原発事故後の追加的安全対策投資と停⽌期間による国⺠負担増
• 各国の”次世代⾰新炉“の建設費⾼騰。

• エネルギー基本計画改定が2024年に⾒込まれる。
• 2030年⽬標→2035年、2040年⽬標が必要。
• 各国の発電コストの⼤幅増加。

3

「GX実現に向けた基本⽅針
〜今後10年を⾒据えたロードマップ〜」

• 化⽯エネルギー中⼼の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中⼼へ転換。

• 「出⼒が安定的であり⾃律性が⾼いという特徴」「安定供給とカーボンニュートラル実
現の両⽴」「脱炭素のベースロード電源として重要な役割を担う」

＜原⼦⼒＞

1. 2030年度の電源構成における原⼦⼒⽐率20〜22％のため原発再稼働の推進

2. 「次世代⾰新炉」の開発・建設

3. 停⽌期間を差し引き、運転期間を延⻑
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GX基本⽅針でのスケジュール

実験炉：核反応の継続
原型炉：核反応の継続

＋発電
実証炉：核反応の継続

＋発電＋経済性

商⽤炉：実証炉を経た
商業運転（⾃⽴）

原⼦炉開発の段階

例：イギリス・サイズ
ウェルC原発(EPR)
建設開始後9〜12年
320万kWで総額260億ポ
ンド（4.2兆円）

2．原発の発電コストについて
• 計算の種類

• 平準化発電コスト（LCOE)
• 原発新設した場合のコストを運転期間を通して平準化。
• 政府のコスト検証WGなど、⼀般的に利⽤されている。

• 実績値の計算
• 有価証券報告書等から実績値を推計。
• 実際の発電コストが発表されないことから推計する⽅法。

• 計算⽅法
発電に直接必要な費⽤ 資本費＋維持費＋燃料費 ＋社会的費⽤(事故費⽤＋政策経費）【円】

総発電電⼒量【"#$】
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3．発電コスト検証WG(2021）について

※原発は事故費⽤が確定していない（これから増え
る）ので上限が⽰されていない。

発電コスト検証WG(2021)の計算
• 平準化発電コスト（LCOE)
• 原発を新設した場合の運転期間を通じた発電コスト（国⺠からみたコ
スト）を計算したもの。新設するときには⼀定の指標となる。
• ⼀⽅、現実の原発の発電コストではないことに注意。

• したがって
• 実際の原発のコストが問われているときに、政府が、発電コスト検証
WGの数値を⽰すことは誤り。
• 各電⼒会社が、⾃社の原発のコストについて問われたときに、発電コ
スト検証WGの数値を⽰して話すことは誤り。

→ 個別の原⼦⼒発電所の費⽤はどうなっているのか？
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発電コスト検証WG(2021）の想定
• サンプルプラント（東北電⼒東通1号、中部電⼒浜岡5号、北陸電⼒志賀2号、北海道電⼒
泊3号）を平均したもの。
• 建設費、⼈件費、修繕費、諸費、業務分担費、熱効率、所内率

• 運転期間：40年、60年。運転し続けていると想定（→現実と違う）

• 追加的安全対策費：設計で組み込めるとして⼀部除外している。（→安く計算）
• 核燃料サイクル：再処理⼯場が問題無く稼働していることを想定。（→現実と乖離）
• 原発事故費⽤：現時点で政府が把握している費⽤を補正。（現実の費⽤より安くなる）
• 政策経費：1.3円/kWh（→現実とかけ離れている。⾮常に安く計算）

• 2020年に原発36基が動いていると想定している（単価を⾮常に安くしている）
• 2030年に2282億kWhの発電量を想定している。逆算すると3721万kW原発があると
想定している。現実にはあり得ない数値で⾮常に安く計算している。
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政策経費を補正するとどうなるか
• 2020年

• 原発の発電電⼒量は388億kWhだった。（実際には4.5円⾼いはず。）
!!"#億円
$%%億&'( = *. %円/&'(

• 2030年
• 仮にGX基本⽅針どおりにうまく⾏くとすると、

• ⾼浜3,4、⼤飯3,4、美浜3、伊⽅3、⽞海3,4、川内1,2
• ⾼浜1,2、⼥川2，島根2
• 柏崎刈⽻6,7、東海第⼆

が全て動き、設備利⽤率70％で動いたとして1046億kWh。（実際には1.6円⾼いは
ず。）

!!"#億円
1046億&'( = !. 1円/&'(
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4．既設原発のコストを計算する
• コスト検証ＷＧの⽅法を踏襲

• 各発電所の発電コストを⼤まかに推計する。
※ 実際の発電コストではない

• 想定の違い：根本的な誤りは修正せず、コスト検証WGの⽅法を基
本的に踏襲（保守的な計算）

• 建設費（→各原発の合わせる）
※ 原発開発初期段階は⾮常に安くみえることに注意（インフレの影響は考慮
していない）
• 追加的安全対策費（→各原発の合わせる）
• 廃⽌措置費⽤（→各原⼦炉に合わせる）
• 発電電⼒量（直近までは実績値＋2023年4⽉再稼働と想定）
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追加的安全対策費の増⼤
• 東北電⼒⼥川2 7100億円
• 中国電⼒島根2 6800億円
• 東京電⼒柏崎刈⽻6，7 1兆1690億円 → 精査中
• 北海道電⼒ 2000億円台後半 防潮堤建設中
①今後も費⽤が増加すると考えられる。
②追加的安全対策が講じられているときの、維持費は含まれてい
ない。
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試算結果
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• 初期に作られた原発は、インフ
レを考慮していないので建設費
が安くなる。

• とはいえ、全体としてみれば、
追加的安全対策投資の影響で軒
並みコストが増加している。

• 運転期間を延⻑（フル60年）に
しても、発電コストに殆ど影響
がない。危険を冒してまでフル
60年運転することに経済的利益
はほとんどない。

• 追加的安全対策費と事故費⽤は
増えるので、このコストは最低
限の値である。

• 政策経費の補正はしておらず、
その分安くなっている。

5．福島原発事故後の原発のコストと国⺠負担

• 原⼦⼒発電費：約17兆円（2011〜20年度）
※22年度までであれば約20兆円

• 国費投⼊分：約4.3兆円
※22年度までであれば約5.3兆円

• 事故対策費⽤
※廃炉費⽤8兆円とされる。しかし放射性廃棄物の費⽤を含まず、今後も増加する。
※福島原発事故後、原発にかかっている（ないし判明している）コストは約33兆円。

• 約33兆円÷約1.2億⼈＝約27万円 平均世帯(2020年、約2.4⼈）でみると世帯当たり約
65万円の負担。
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原⼦⼒発電費 ＋ 国費投⼊ ＋ 事故対策費⽤

原⼦⼒は

電気料⾦の底上げに

貢献してきた
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原⼦⼒関係予算の推移
• 原⼦⼒開発、地元対策に多額の国費が投じられてきた。
• しかし、新型炉開発では成果が得られなかった。
※ 典型例は⾼速増殖炉開発。

出所：原⼦⼒委員会資料より作成。
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電⼒各社の原発関連費⽤(2011〜20年度）

合計：約17兆円 ＋ 4.3兆円
その間の発電電⼒量は3267億kWh 約52円/kWh

出所：各社の有価証券報告書より作成。




